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紹介する論文は、インドのアーンドラ・プラ
デーシュ州において、就学前と小学一年の子どもを対象に無作為化比較実験（ＲＣＴ）を実施し、公立校と私立校における学習効果の違いを実証した。私立小学校修了までの 費を賄うクーポン希望者を処置群と対照群に無作為に分け、前者にのみクーポンを配布する介入を行い、二年後、四年後のテストの成績を比較した。介入前に両群に有意な違いはないため、成績の差異は介入に起因するという発想である。推定結果では、両校共通科目 テルグ語（母語） 、英語、数学、理科、社会の成績に有意な違 はなかった。単純比較では、私立校の方が成績が格段に良いことから 驚きの発見といえよ ただし、私立校は教科数が多く、各教 にかけ 時間当たりの学習効果は私立校の方が大き 。子ども一人にかかる公私教育費は公立校が私立校 三倍以上であり、費用対効果の面でもが優れている。これらの効果 、テルグ語で教えている私立校でより大きいことも分かった。●途上国における教育 実証研究　
途上国では就学率に顕著な改善がみられるが、
必ずしも子どもの学習につながっていな 。たとえばパキスタンでは、三年間就学してもまともに読み書きができず、その前に脱落す ばほぼ非識字である。 国 効果の向上にどのような政策が有効か、経済 では 需
要と供給の双方から、この問いに答えるべく実証研究が試みられてきた。　
教育分野の実証研究においては、選択バイア
スの解消が最大の課題だろう。たとえば生徒教員比率を下げる 学習効果が上がるという仮説に対し、単に観察可能な条件を同一にしたうえで生徒数の少ないクラス 方が成績が良いことを示すだけでは、仮説を実証したことにならない。我々 観察不能 特徴─たとえば親の教育熱心さ─が影響して もともと成績の良い子ほど同比率の低い学校に編入しているなど選択バイアスの可能性を否定できないからである。選択バイアスの解消には、自然実験やＲＣＴの利用が有効である。　
ＲＣＴはある政策や意思決定がもたらす結果、
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平均給与は公立校の六分の一である。私立校教員は公立校に比べ、年齢が若くて経験が浅く、教育水準や教員資格保有率 低い。これらの観察可能な教員の属性だけをみれば、私立校の方が学習効果が大きいとの印象はいささか不可解である。本論文の売りは、そのような一見したところ不可解な事象につ て、ＲＣＴを用いて公立校と私立校の学習効果 違いを明らかにしたことである。●二段階ＲＣＴ　
本論文のＲＣＴは需要面、具体的には子ども
を学校に行かせる家計の資金制約に働きかけている。二段階で選択バイアスの問題を解消している点が目新しい。まず私立校の 費を賄うクーポンの希望者を募っ うえ 、第一段階では、村レベルで無作為に処置村と対照村を分けた。
第二段階では、処置村の希望者全員に対して抽選を行い、当選者にのみクーポンを配布する。第二段階の、当選者が処置群、落選者が対照群となる点は、これまでの抽選を用いたＲＣＴと変わりない。しかし、そもそも転校へ 意思がない子どもや、介入前からもともと私立校に た子どもにも何ら の
影響があるかもしれない。当選した意欲のある子だけが転出して残された子どもや、当選した子どもの転入により ともと私立校にい 子どもの学習環境 悪化する可能性などが考えられる。処置村で転校を希望しながら落選した子どもの行動にも影響があるかもしれない。これらのスピルオーバー効果や、公立校と私立校の学習効果の差を純粋に把握するため、予め第一段階を踏んでい　
公立校と私立校の学習効果の違いのみを推定
するには、図１の３Ｔと２Ｃの二、 四年後の成績を比べる。スピルオーバ 効果は 処置村で落選した子どもについては２Ｔと２Ｃを、公立校に残された子どもに １ １もともと私立校にいる子どもについては４Ｔと４Ｃを比べて推定している。●本論文の限界 意義　
ＲＣＴに対する批判のひとつに倫理公平の問
題がある。たとえば、処置群の村 のみ教科書を無償配布するＲ Ｔは、人生にわた 識字を左右しかねないが、かかる不公平が実験者 介入によってもたらされてよいのだろうか。本論文の介入も、私立校への転校機会を希望者全員与えなかったという不公平がある。両校に学習効果の差異はなかったことから 結果論では問題がないように みえる。ただし私立校では、公立校が教えないヒンディー語 どを学べる機会があり、それが将来にわたって就業機会などにどのような影響を及ぼす は不明なままである。　
もうひとつの主な批判は、外的妥当性である。
特定の地域で特定の人々を対象 した介入が、異なる環境・条件のもとにおいても有効であるか、同様の知見が得られるかは保障でき い。
外的妥当性が担保されない場合、たとえば一国の教育政策に採用しても期待した効果が得られないばかりか、かえってマイナスの結果になりかねない。本論文では負のスピルオーバー効果はないと 結果であった 、異なる文脈でも同じとは限ら 仮に 残された子どもが学習意欲を削がれ脱落するよう あれば、希望者に私立校への転校を助成する政策は、教育成果の二極化を促し、一国の不平等を増幅しかねないだろう。　
以上のような限界はあるが、人々が漠然と抱




































































































































16_途上国研究の最前線.indd   61 16/06/24   17:49
